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要 旨

かがわ総合リハビジテーション福祉センター (以下福祉センター)では、障害ゆえに情報機器利用が進まず

自由に情報の発信やアクセスができないことによる情幸R格差を解消し、情報のバリアフリーイ監を進めることを

目的とした「肢体不自由者等 r活用支援事業」を平成 14年度香川県より受託した。事業開始から8年が経過

し、社会情勢や福祉施策も変化してきた。また障害やニーズも多様化し、より利用者の生活全体を見据えた中

での支援が求められるようになってきた。

そこで、本事業のうち特に利用者の自宅等生活場面で支援を行うパソコンボランティア派遣事業 (訪問サポ

ート)において、地域の支援拠′点 (障害者生活支援センター等)と連携したシステムづくりを行つた。その後

の経過から、そこから広がる地域のネットワークが、障害者のF活用を通した社会ハ加や自立のために重要
であることが改めて示唆された。

1.は じめに

肢体不自由者等r活用支援事業の概要は、図 1
のとおりである。事業は当初、肢体不自由者に特化

し①②③をスター トした。その後事業の見直しによ

り、平成 20年度には対象を身体・知的・精神の 3

障害 (一部事業を除く)と し、事業名も「肢体不自

由者 r活用支援事業」から「肢体不自由者等 IT

活用支援事業」とした。また、平成 21年度にはパ

ソコンボランティアツR遣事業の訪問サポー トシステ

ムを見直した。今回、その見直しに至る経過を述べ

るとともに、平成 21年度からの新しいシスタム及

び若干認められた効果について報告する。

肢体不自由者等 IT活用支援事業 【事業内容】

①パソコンボランティア養成事業
肢体不自由者や、知的障害者、精神障害者への理解を深
めるとともに、障害等に応じて必要となるパソコンの支
援機器等の利用をサポー トするボランティアを養成す
る。

②パソコンボランテイア派遣事業
登録したボランティアを、障害者の自宅等へ派遣する
(A)訪間サポートと、パソコン教室事業に派遣する
(B)教室サポートを実施する。
⑥パソコン教室 (基礎)事業
障害に配慮したパソコン教室を当セシターや地域の会場

る。

年度～在宅ワーカー育成事業を実施。
年度から、その他の支援事業を実施。 【図1】
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1)平成 14年度～ 20年度のパソコンボランティア

派遣事業 (訪問サポー ト)の取組みについて

①訪問サポートシステム

平成 20年度までの訪問サポートシステムは、図 2

のとおりである。

サポー トの流れは、①利用者からのW利用に関

する相談やサポー ト依頼を受け付ける。② W利用
に関する情報提供や今後のサポートについての内容、

プランを利用者と検討する。また必要に応じて、利

用者の二■ズや障害に応じた支援機器等の導入支援

前 、試用、フィンテイング等)を実施する (図 3)。
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平成 14年度～平成 20年 度
パソコンボランティア派遣事業 (訪間サポートシステム)

① IT利用相談
サポー ト依頼

技術支援

B障がいに応じた支援機器等の

導入支援

■支援内容・プランの検討

E活動できるボランティアの派遣調
整、技術支援

■利用者への技術支援

B障がいに応じた支援機器、
パソコン、意思伝達装置等の操作

【図2】

利 用 者

終了

⑤

福祉センター

パソコンボランティア

2.訪問サポー トシステムの見直しに至る経過



ニーズや障害に応じた支援機器等の導入支援

■姿勢や操作環境のアドバイス
日
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【図3】

このようにして使用環境が整った段階で、③利用

者の希望に応じパソコンボランティアの訪問サポー

トに引き継いでいく。パソコンボランティアに対し

ては、派遣調整やサポートに必要な技術支援を行い、

ご家庭や病院に派遣するという流れとなる。派遣後

は④活動状況をメージングリスト等有介して把握し(

サポート内容やプランの調整等を行い、⑤サポート

目標に達成した段階で支援終了となる。

②パソコンボランティア派遣状況

平成 20年度までの実利用者数は96名であった。

疾患別は図 4の とおりである。

脳血管障害では、身体障害と高次脳機能障害等を

併せもつ利用者が多くいる。神経・筋疾患は、筋委

締性側索硬化症等の難病者である。支援者のコミュ

ニケーション能力や、進行を視野に入れた迅速な支

援が求められている。

平成14年度～平成20年度
パソコンボランティア派遣状況 (訪問サポー ト)

【疾患別】
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である。自らの意思を伝え、人とつながり、自律し

た生活をしたいという人間の尊厳ともとれるもので

ある。

11%を占めている「やりたいことやできることを

見つける」では、T技術の習得そのものよりも、こ

れから何かを始めるきつかけづくりにしたいという

ものであり、事業創設当時には想定されていなかっ

たニーズだと言える。

【二下ズ】

就労

はがきづくりなど
家薩での役割

資料づくりなどての

グルーフ i`S勁への参
力0

6%

実利用者96名  【図5】

てきることや、
マ。りたいことを
見つける

B記、音薬、ゲーム
インターネット、

など、余畷・題味活動
29%

重度障害者用意需伝達

装置を活用した

自律、情報 l又集、人

筒Bel語の形成
23%

メール送受信
はがきづくりなど
人間関係の形成・ l只
持
24%

④課題点

以上のような取組みの中から、これまでの訪問サ

ポートシステムでは解決できない、大きな課題点が

見えてきた。

これまでのパソコンボランティア派遣事業の訪問

サポー トでは、機能障害や能力障害に着目し、情報

格差を解消しW活用ができるようになることを目

的とした支援を行つてきた。 (図 61

支援目標としては利用者のr活用を通した社会

参加や自立の促進があるが、本事業の役割としては

③ニーズ                     r活 用ができるようにサポー トすることにある。

利用者のニーズは図 5のとおりである。        ICF(国 際生活機能分類)モデルに当てはめてみ
このうち 23%を占めている「重度障害者用意思伝  ると、例えば「パソコンで作った作品を地域で発表
達装置を活用した自律、情報収集、人間関係の形成。  したい」 (参加)と いうニーズの場合、パノロンボラ

保持Jは、筋委縮J性側索硬化症等の難病者のニーズ  ンティア派遣事業の訪問サポー ト (環境困子)では、
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機能障がいや能力障がいに着目し、

情報格差を解消する IT支援平成20年度
まで

これまでのパソコンボランティア派遣事業
(訪問サポー ト)

【図6】



障害に応じた支援機器等の使い方や作品づくりに必

要な操作ができるようになれば (活動)、 支援は終了

となる。

訪問サポートにより利用者はパソコン操作はでき

るようになるが、「地域で発表」する (参加)ために

は利用者と地域の社会資源がつながらなければ可能

とならない。しかし、どの社会資源が利用者に適し

ているのかの判断やそこに至るまでの支援は、訪問

サポー トの側面だけでは困難であつた。 (図 71
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地域で発表 したい !
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ソコンボランティア派遣事業の

【図7】

更に、作品づくりができるようになったが次々と

パソコンでやりたいことのニーズが広がってきた場

合に、どこまでを訪問サポートにより支援すること

が必要なの力、 この場合もその必要lltやゴール設定

を訪問サポー トの側面だけでできるのか、不可用者の

生活全般を把握していないとできないのではないだ

ろうかという疑間が生じてくるようになった。

こうした経緯から、パソコンボランティア派遣事

業の訪問サポー トというひとつの社会資源が、様々

な社会資源の活用と相まって、最終的に利用者の豊

かな生活の一助となれるようにすることが必要であ

り、利用者の生活全般から必要なサービスや社会資

源をコーディネートする地域の支援拠点と連携した

システムづくりが課題であることが分かつた。

2)平成 21年度からのパソコンボランティア派遣

事業 (訪問サポート)の取組みについて

①見直し点

これまでの取組みと課題を踏まえ、香川県との協

議により以下の点について見直しを行つた。

a)事業目的

従来の事業目的から、「示け用者の生活に着目し、

r活用を通した社会参力日や自立を促進する支援」と

(図 81し

b)｀訪問サポートシステム

従来の利用者と福祉センター間の支援から (図 0、

利用者の生活全般から必要な支援やサービスをコー

ディネートする機関である障害者生活支援センター

等の地域の支援拠点と連携した訪問サポートシステ

ムとした。また、訪問サポートに福祉センタースタ

ッフも同行し、利用者及びパソコンボランティアヘ

の技術支援の充実とともに、サポート経過や状況を

詳細に支援拠点へと引き継ぎ、利用者の支援計画に

おいて訪問サポー トがより今後の生活へとつながる

よう1こ した。 (図 9)
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技術支援

※福祉センタースタッフ同行

B障がいに応じた支援機器等の
導入支援

B支援内容・プランの検討

E活動できるボランティアの派遣調
整、技術支援

“
利用者への技術支援

■障がいに応じた支援機器、
パソコン、意思伝達装置等の操作

`    【図9】

②効果

以上のような訪問サポートシステムの見直しによ

り、若干でてきた効果を事例をあげて説明する。

1)地域の支援拠点との連携により利用者への支援

の継続l生ができ、訪問サポート終了後他の社会資源

を活用し社会参加につながつたケース

【事例 1】 脳L麻痺 男性 (20代)
本ケースは、養護学校卒業後平日はデイサービス

や作業所に通い、休日にパソコンボランティアの訪

問サポートを利用していた。パソコンは高等部から

使っており自分でできることも多かつた。パソコン

の他にこれをしたいという明確なニーバはなかつた
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利用者の生活に着 目し、 IT活 用
を通 した社会参加や自立 を促進す

る支援
平成 21年度
から

機能障害や能力障害に着 日し、
情報格差を解消す る IT支援平成 20年度

まで

【図8】



が、地域のパソコン教室を利用するなどして人間関

係を広げたり外出の機会を作りたいと考えていた。

そこで支援拠′点 (障害者生活支援センター)と と

もに今後の支援を検討した。その中で地域に同じよ

うな課題を持つ当事者がいたことから、パソコン教

室 (基礎)事業を近隣地域の会場で実施することを

企画した。本ケースも、その教室に移動支援を利用

し参力日した。教室では同年代の知り合いもできその

後の外出や活動のきっかけづくりとなった。 (図 10)

①利用者への支援の継続性

【図 10】

パソコンボランティア派遣終了後、適切
な社会資源活用につながらず、結果とし
て、 IT支 援が生活に活かされない。課題点

地域のパ ソコン教室利用

変 化

IT支援後、他の社会資源活用 し、社
会参加につながつた。

2)支援拠点との連携により、利用者に関わる複数

(ア)ス タッフが関わりT活用によるコミュニケーシ

ョン支援ができるようになったケース

【事例2】 筋委縮性側策硬化症 男性 (50代)
平成 8年人工呼吸器装着、その後在宅療養生活  3.今後について

に入る。眼球のわずかな動きやパソコンでかろうじ   今後の課題点としては、訪問サポー ト利用者の居
て意思を伝えることができていた。平成 18年には、   住地が中讃障害福祉圏域と高松障害福祉圏域に偏つ

病状の進行等によリパソコン操作が不能となった。   ていることがあげられる。また、連携先の支援拠ッ煮

平成 22年 1月 、本ケースが家族に「もう一度パソ  も限られている現状である。
コンを使いたい」と希望したことから支援が始まつ   本事業は現在、障害者自立支援法における都道府

た。本ケースについては、パソコンボラン>ィ アの  県地域生活支援事業に位置づけられている。今後も

訪問サポー トに入る前に、まず操作スイッチの定着  地域の支援拠点との連携を更に強化し、障害者のW

支援が必要とされていた。しかし、訪間看護・入浴  活用を通した社会容力Hや自立の促進を図つていきた

等の合間を縫つての支援は時間が非常に限られてい  いと考える。
る状況であつた。更に体調により取り組めない日も

あり、支援が進まないまま、また病気が進行してし  参考文献
まうのではないかという状況であつた。そこで、支  0日 本障害者ヅハビリテーション協会情報センター

援拠′点 (保健福祉事務所)と相談し、利用者に関わ   発行 :地域におけるインターネット、パソコンを

る訪問診療やリハビジ、入浴等のスタンフにr活   利用した障害者情報支援に関する調査研究事業、

用によるコミュニケーション支援について知っても   20開
らヤW晴報共有を図つた。また難病拠点病院 OTによ  2)上国敏 ICF(国際生活機能分類)の理解と活用

るアドバイス (ベントをギャッジアップしてパソコ   人が「生きること」「生きることの困難 (障害)」
ン操作オどする際の照明の工夫、眼球入の負担を少な   をどうとらえるか、きょうされん、2(X19
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くする配慮、顎の動きでスインチ操作を促すための

工夫等)を得た。その後、訪問入浴スタンフや家族

による入浴・洗顔後の顔面マッサージ、眼科医の診察、

乾燥を防ぐための点眼、声かけ等複数のスタッフが

それぞれの専門分野から利用者に関わつた。福祉セ

ンターではそれらと並行してスイッチ定着支援 (16

回)を実施した。そのようにして徐々に定着支援が

進む中、パソコンを使い再び家族とのコミュニケー

ションがとれるようになつてきた。そして、5か月

後にlまパソコンボランティアの訪問サポー トにつな

がり、同年末には、日標にしていた年賓状の文章を

何日にもわたり入力して完成させることができた。

(図 ■)

② 利用者に関わる社会資源 とのつなが り

【図11】

難病者の、病気の進行よるコ ミュニケー
ション支援が、福祉セ ンターやパソコンボ
ランティアだけでは不十分だ つた。課題点

複数のスタッフが関わ るようになつた。

変 化

複数のスタッフが連携 し、コミュニケー
ション支援ができるようになつた。

効 果


